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■第１部 総説

１．計画の趣旨
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➢ 北海道では、１９７１（昭和４６）年以降計画期間を５年間とする職業能力開発計画を、１１次にわたり策定し、
これに沿って職業能力開発施策を展開してきました。

➢ 近年、本道では人口減少や少子高齢化に伴う生産年齢人口（15～64歳）の減少により、地域のくらしや経済
を支える担い手が不足する状況にあることに加え、脱炭素化といった世界的潮流に伴う再生可能エネルギーの
導入拡大やデジタル産業の集積等により、産業構造の変化が活発化し、それを支える人材のニーズもめまぐる
しく変化しています。
こうした中、本道における職業能力開発施策も、生産年齢人口の減少を踏まえつつ、各産業分野における中長
期的な人材ニーズの変化に対応したものとすることが重要です。

➢ 国では、第１２次職業能力開発基本計画において、産業構造の急速な変化や人口減少に伴う労働供給制約の
中で、産業界や成長分野等に必要な人材を戦略的に育成・確保するとともに、労働市場の「見える化」など職業
能力開発の基盤を整備し、また、個人の自律的・主体的なキャリア形成支援や、企業における職業能力開発の充
実等を推進することで、労働生産性の向上と労働者の自己実現や処遇向上等を図り、経済社会の成長につなが
るよう職業能力開発施策を推進することとしています。

➢ 本計画は、国の第１２次職業能力開発基本計画を踏まえ、「地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・
確保」、「多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進」、「個人のキャリア形成やリスキリングの支援の
充実」、「現場を支える技能の振興」のために、国や教育機関、民間等の取組や知見も活用しながら今後取り組む
基本的施策の方向性を示し、職業能力開発施策の効果的な実施を推進するものです。
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➢ 本計画の期間は、2026（令和８）年度から2030（令和12）年度までの５年間とします。

➢ なお、経済・雇用情勢の変動に伴って新たな施策展開が必要となる場合は、本計画の趣旨を
踏まえ、適宜対応します。



１．人口の推移（総人口・生産年齢人口）

➢ 本道の人口は、全国よりも10年以上早い1997(平成９)年にピークを迎え、その後も全国を上
回るスピードで人口減少が進んでいます。

➢ 生産年齢人口、年少人口割合は全国を下回る一方、高齢者人口割合は全国を上回る水準で推
移しており、少子高齢化がより顕著となっている状況に加え、札幌への人口の集中が加速し
ています。

出典：総務省「国勢調査」、「人口推計」
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【図１：総人口の推移】

北海道(万人) 全国(万人)

(％)

平成7年 平成12年平成17年平成22年平成27年 令和2年
年少人口 北海道 15.8 14.0 12.8 12.0 11.4 10.8 

(0～14歳) 全国 16.0 14.6 13.8 13.2 12.6 12.1 

生産年齢人口 北海道 69.3 67.8 65.8 63.3 59.6 57.0 

(15～64歳) 全国 69.5 68.1 66.1 63.8 60.7 59.2 

高齢者人口 北海道 14.9 18.2 21.5 24.7 29.1 32.2 

(65歳～) 全国 14.6 17.4 20.2 23.0 26.6 28.7 

出典：総務省「国勢調査」

【図２：年齢３区分別人口割合の推移】

出典：総務省「国勢調査」

【図３：札幌への人口集中割合】

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年
北海道 5,683,062 5,627,737 5,506,419 5,381,733 5,224,614 4,985,419

札幌市 1,822,368 1,880,863 1,913,545 1,952,356 1,973,395 1,964,034

割 合 32.1% 33.4% 34.8% 36.3% 37.8% 39.4%

■第２部 北海道の職業能力開発を取り巻く現状と課題

4

(人)



➢ 今後の人口推計では、第12次計画最終年度である2030(令和12)年までに、15歳以上人口は
2025(令和７)年の約452万人から約16万人減少すると見込まれており、仮に現状の労働力率を
維持した場合、労働力人口は現状の約272万人から約10万人減少する見込みとなっています。

【図４：道内の労働力人口の推移（見込み）】
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１．人口の推移（労働力人口）
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第11次計画期間

【R7】１５歳以上人口
452万人

(万人)

現状の労働力率(60.1%)を
維持した場合の労働力人口の推計値

【R7】労働力人口
272万人

第12次計画期間

Ｒ２
R7

(参考値)
R12
（推測値）

減少率

15歳
以上
人口

北海道 ４６７万人 452万人 436万人 ▲3.5%

全国 11,038万人 10,973万人 10,772万人 ▲1.8%

労働力
人口

北海道 270万人 272万人 262万人※ ▲3.7%

全国 6902万人 7,004万人 6,873万人
※

▲1.9%

出典：総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(2023年推計)」

※R12の15歳以上人口にR7の労働力率(北海道:60.1%、全国:63.8%)を乗じて算出



２．雇用・就業の状況（労働市場）

➢ 道内の有効求人倍率は、1963(昭和38)年度の統計開始以降、2019(令和元)年度に最も高い数
値を記録しましたが、2020(令和２)年度以降は、1.0倍前後で推移しています。

➢ 主な職種別では、「建設・採掘」、警備員といった「保安」、介護や接客・給仕といった
「サービス」、整備工・修理工といった「生産工程」で、有効求人倍率が2.0倍を超えるなど、
幅広い職種において人材の確保が課題となっています。
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【図５：有効求人倍率（常用）の推移】 【図６：職種別有効求人倍率（常用）の推移】
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倍

出典：北海道労働局「レイバーレター」



２．雇用・就業の状況（就業構造の見通し）

➢ 2040（令和22）年に想定される主要産業の人材ミスマッチを職種毎に見ると、本道の強みであ
る宿泊・飲食業や農林水産業で、現場人材等が大きく不足するリスクがあります。加えて、製
造業においても、現場人材をはじめ、多くの人手不足が見込まれます。

➢ 専門職（AI・ロボット等利活用人材を含む）は、ほぼすべての産業で不足する可能性があります。

【図16：２０４０年の就業構造推計】
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【図７：北海道の主要産業別ミスマッチ×職種内訳】

（注）産業分類は令和４年就業構造基本調査で用いた産業分類（総務省）による。職業分類は令和４年就業構造基本調査で用いた職業分類（総務省） による。「専門職」は専門的・技術的職業従事者を指す。また、うち「AI・ロボット等利活用人材」は、機
械技術者やその他の情報処理通信技術者等の職種を集計。「現場人材」は、生産工程従事者、建設・採掘従事者、サービス職業従事者等の職種を集計。なお、産業・職種ともに主要な項目のみ掲載している。
（注） 2022年就業者数は、総務省「就業構造基本調査」（令和4年度）、文部科学省「学校基本調査」（令和4年度）の調査票情報を基に経済産業省が独自に作成・加工して利用しており、提供主体が作成・公表している統計等とは異なる。
（注）表中の矢印は、2022就業者数から2040需要数もしくは供給数への変化率が±5%未満の場合は「→」、5%以上30%未満の場合は「↗」、30%以上の場合は「↗↗」、-30%より大きく-5%以下の場合は「↘」、-30%以下の場合は「↘↘」として表記して
いる。

出典：令和８年２月２日 経済産業省北海道経済産業局 北海道の未来戦略及び地域人材育成構想に関する懇談会 経済産業省資料を基に、北海道経済部産業人材課において一部加工

余剰

不足
専門職（AI・ロボット等利活用人材を含む） 現場人材



２．雇用・就業の状況（新規学卒者）

【図９：新規学卒者（高校、大学）の就職後３年以内の離職率】
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【図８：新規学卒者（高校）の就職内定率、（大学）の就職率】

出典：北海道労働局「新規高等学校卒業者の職業紹介状況」 、「新規大学等卒業者の
就職状況」、厚生労働省「高校・中学新卒者のハローワーク求人に係る求人・
求職・就職内定状況」取りまとめ、「大学等卒業者の就職状況」

大学（全国）

大学（道内）

高校（全国）

高校（道内）

未就職者数
（高校・道内）

➢ 道内の新規高等学校卒業者の就職内定率、新規大学等卒業者の就職率は、近年は上昇傾向にあ
るものの、全国平均よりも低い状況が続いています。

➢ 道内の新規学卒者の就職後３年以内の離職率は、新規高卒就職者、新規大卒就職者ともに全国
平均よりも高い状況が続いています。

出典：北海道労働局「新規高卒就職者・大卒就職者の離職状況」
厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況」
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２．雇用・就業の状況（女性・高齢者）

➢ 2025(令和７)年の女性の就業率は前年に続き50％を超えたほか、高齢者の就業率も上昇傾向
にあり、統計開始以降最高を記録しているものの、依然として全国より低い状況が続いてい
ます。

【図１０：女性の就業率・就職者数（年次）】
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【図1１：高齢者（65歳以上）の就業率・就職者数（年次）】

出典：総務省「労働力調査」 出典：総務省「労働力調査」
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２．雇用・就業の状況（障がい者、正規・非正規雇用労働者）

➢ 2025(令和７)年度における民間企業で雇用されている障がい者の数は過去最高となったほか、
実雇用率も増加傾向となっており、障がい者の労働参加が進んでいます。

➢ 就業者の内、雇用労働者数について見ると、正規雇用労働者数、非正規雇用労働者数ともに
横ばいとなっている一方、道内の非正規雇用割合は全国平均より高い水準で推移しています。

【図１２：民間企業における障がい者の雇用状況】
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非正規雇用労働者数（右軸：万人)

正規雇用労働者数（右軸：万人)

非正規雇用割合（北海道）

非正規雇用割合（全国）

【図１３：正規・非正規雇用労働者数（暦年）】
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出典：北海道労働局「令和７年障害者雇用状況の集計結果」 出典：総務省「労働力調査」
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占める割合

２．雇用・就業の状況（季節労働者、外国人労働者）

➢ 道内の季節労働者数は年々減少傾向にあり、2024（令和６）年度は約３万人となっています。
本道は、積雪寒冷という気象条件から冬期の産業活動に著しい制約を受け、建設業等にお
いて、冬期間に就業機会を失う季節労働者の占める割合が高いのが特徴となっています。

➢ 道内の外国人雇用事業所数及び外国人労働者数は増加傾向となっており、2025（令和７）年
には雇用事業所数は約8,900カ所、外国人労働者数は約51,000人となっています。
近年は、専門的・技術的分野の在留資格を持つ労働者が増えてきており、 2025（令和７）年
にはその比率は技能実習生を上回っています。

【図14：北海道の季節労働者数の推移】 【図１5：外国人雇用事業所及び外国人労働者数の推移】
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出典：北海道労働局「外国人雇用状況の届出状況」※数値は各年10月末時点
• 「専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職１号・
２号」「経営・管理」「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転
勤」「介護」「興行」「技能」「特定技能１号・２号」が含まれる。
• 「その他」には、「身分に基づく在留資格」「資格外活動」「特定活動」等が含まれる。

出典：北海道労働局「季節労働者の推移と現況」
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金融・保険業

4.8 

3.5 

不動産業
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3.4 

3.9 

保健衛生・社会事業

7.9 

10.7 

その他のサービス

3.7 

3.5 

輸入品に課される税・関税 他

0.7 

1.2 

全国

令和５暦年

北海道

令和５年度

３．景気動向・産業構造（本道の産業構造）

➢ 本道は、豊富な農林水産資源や観光資源を生かした一次産業・三次産業で強みを有している
一方、全国と比べると、産業全体に占める製造業の比率が低くなっており、半導体、デジタ
ル関連産業の振興といった新たな需要の取り込みを進めています。

【図１６：経済活動別道内総生産の構成比】

出典：北海道経済部「道民経済計算」、内閣府「国民経済計算年次推計」

12

※ 太線で囲った要素は、相互比較して１％以上高いもの

建設業農林水産業 運輸・郵便業 公務 保健衛生・社会事業

【単位：％】



13

事業所数 従業員数

北海道 全国 北海道 全国

農林漁業 2.4% 0.8% 2.2% 0.8% 

鉱業・採石業・砂利採取業 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 

建設業 9.8% 9.4% 8.5% 6.4% 

製造業 4.7% 8.0% 8.7% 15.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.2% 0.2% 0.5% 0.3% 

情報通信業 1.2% 1.5% 2.0% 3.4%

運輸業、郵便業 3.0% 2.5% 6.2% 5.6% 

卸売業、小売業 23.8% 23.8% 21.1% 20.0% 

金融業、保険業 1.9% 1.6% 2.3% 2.6% 

不動産業、物品賃貸業 7.1% 7.3% 2.8% 2.8% 

学術研究、専門・技術サービス業 4.2% 4.9% 2.9% 3.7% 

宿泊業、飲食サービス業 12.8% 11.6% 8.6% 8.1% 

生活関連サービス業、娯楽業 8.6% 8.4% 4.0% 3.8% 

教育、学習支援業 2.5% 3.2% 3.0% 3.4% 

医療、福祉 9.2% 9.0% 16.3% 14.1% 

複合サービス業 0.8% 0.6% 1.3% 0.8% 

サービス業（他に分類されないもの） 7.6% 7.2% 9.8% 9.0% 

出典：経済産業省「令和３年度 経済センサス活動調査」

【図１８：産業大分類事業所数及び従業者数の割合】

※着色した箇所は、相互比較して１％以上高いもの

主なもの
令和２年度
※前計画

検討時の数値

令和５年度
※直近数値

増減率

農林水産業 679,080 766,876 112.9%

建設業 1,495,558 1,512,468 101.1%

製造業 1,871,266 1,841,219 98.4%

食料品 657,867 748,173 113.7%

電子部品・ディバイス 84,310 170,773 202.6%

情報・通信機器 7,298 10,547 144.5%

輸送用機械 170,247 156,137 91.7%

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 688,784 909,236 132.0%

運輸・郵便業 1,135,582 1,331,835 117.3%

宿泊・飲食サービス業 301,548 410,092 136.0%

保健衛生・社会事業 2,229,222 2,370,758 106.3%

産業別の生産額合計 19,167,945 20,027,241 104.5%

【図１７：経済活動別道内総生産（実質：連鎖方式）】

出典：北海道経済部「令和５年度（2023年度）経済計算」

※着色した箇所は、令和５年度と令和２年度を比して30％以上の増加があったもの

３．景気動向・産業構造（経済活動別道内総生産等）

➢ 経済活動別道内総生産の変化を見ると、宿泊・飲食サービスに加え、電子部品・ディバイス
や情報・通信機器等の半導体・デジタル産業に関連する分野の伸びが顕著となっています。

➢ 産業別の事業所数や従業員数では、農林漁業や建設業、卸売業・小売業、宿泊・飲食サービ
ス業、医療・福祉で全国を上回る一方、製造業や情報通信業で全国を下回る水準となってい
ます。

実数【単位：百万円】
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【図1９：道内企業のDXについて】

３．景気動向・産業構造（ＤＸへの対応）

➢ 道内では、2026(令和８)年４－６月企業経営者意識調査において、デジタル・トランス
フォーメーション（以下「ＤＸ」という。）への取組状況として「すでに取り組んでいる」
と回答した企業の割合は31.6％であるのに対し、「検討中」または「特に予定はない」と回
答した企業の割合は合計で68.4％を占めています。

➢ ＤＸに取り組む上での課題として、「社内人材の不足」（56.6％）が挙げられており、ＤＸ
を推進するための人材の育成・確保が課題となっていることが伺えます。

出典：北海道経済部 「企業経営者意識調査(令和８年４-６月調査)」

■DXの取組状況について

出典：北海道経済部 「企業経営者意識調査(令和８年４-６月調査)」

■DXに取り組む上での課題（複数回答）



３．景気動向・産業構造（中小企業の人手不足）

➢ 2025(令和７)年度における道内中小企業の経営上の障害を見ると、１位が「人材不足（質の
不足）」で58.2％、２位が「労働力不足（量の不足）」で47.3％と、前年度に引き続き高い
水準となっています。また、全国と比較してもいずれも上回っており、道内中小企業の人材
不足は全国より深刻な状況であるといえます。

【図２０：道内中小企業の経営上の障害（前年度比：複数回答）】 【図２１：道内中小企業の経営上の障害（全国比：複数回答）】

出典：北海道中小企業団体中央会「令和７年度中小企業労働事情実態調査報告書」 出典：北海道中小企業団体中央会「令和７年度中小企業労働事情実態調査報告書」
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４．キャリア形成（個人における自己啓発）

➢ 自己啓発を行った割合をみると、正規雇用労働者に比べ、非正規雇用労働者の方が低い状況
が続いており、2021（令和３）年と比べて実施割合の差は広がっています。

➢ 自己啓発の問題点に関しては、「仕事や家事・育児に忙しくて余裕がない」、「費用がかか
りすぎる」、「自分に適した自己啓発の内容がわからない」といった回答の割合がそれぞれ
高くなっています。

【図2２：自己啓発を行った労働者の割合（全国調査）】

％
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出典：厚生労働省「能力開発基本調査（平成26～令和７年度）」
（調査対象は平成25～令和６年度）

【図2３：自己啓発を行う問題点(全国調査)】

「問題点がある」
と回答した割合

問題点

出典：厚生労働省「能力開発基本調査（令和７年度）」（調査対象は令和６年度）

24.2

ポイント 27.4

ポイント

(％)



４．キャリア形成（道内企業の人材育成の取組）

➢ 企業経営者意識調査によると、約６割の企業が従業員の免許や資格の取得に対しての支援を
行っているほか、約４割の企業がＯＪＴの実施により、人材の育成に取り組んでいます。

➢ 他方で、指導する人材不足や人材育成を行う時間がないといった人材育成を進めていく上で
の課題を有しています。

【図2４：人材育成に向けた取組状況】 【図2５：人材育成に関する問題点】
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出典：北海道経済部「企業経営者意識調査(令和7年10-12月調査)」出典：北海道経済部「企業経営者意識調査(令和7年10-12月調査)」
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４．キャリア形成（ＯＦＦ-ＪＴ、自己啓発支援に係る支出状況）

【図2６：OFF-JT、自己啓発支援に係る支出状況】

➢ 道内企業のＯＦＦ-ＪＴ、自己啓発支援に係る支出状況について、全体では、『支出した』と
回答した企業は約４割となり、業種別では建設業が最も多く、卸売・小売業が続いています。

出典：厚生労働省「能力開発基本調査（令和7年度）」

出典：北海道経済部 「企業経営者意識調査(令和７年10-12月調査)」

北海道

※参考 全国
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４．キャリア形成（技能の継承）

➢ 道内の技能検定における受検申請者数、合格者数は、第11次計画策定時の2020（令和２）年
と比較すると増加していますが、近年は横ばいの傾向にあります。合格者数が好調な要因と
しては、日本人受検者の微増に加え、2022(令和４)年３月以降に入国制限が緩和されたこと
による外国人受検者数の大幅な増加が考えられます。

➢ 小学生を対象としたものづくり体験会の実施や、ものづくりマイスターの派遣等により、次
世代を担う若者をはじめとした道民に対する技能への理解促進に向けた取組が行われていま
す。

【図2７：道内の技能検定の実績】
人作業

19出典：北海道「第11次 北海職業能力開発計画 令和６年度進捗状況」

R2 R3 R4 R5 R6

マイスターの
新規登録者数

32人 24人 18人 20人 29人

マイスターの
派遣数

422人 430人 209人 264人 314人

R2 R3 R4 R5 R6

実施回数 1回 2回 6回 7回 12回

参加者数 23人 92人 336人 639人 952人

【図2８：次世代へのものづくり体験会の実績】

【図2９：ものづくりマイスター制度の普及状況】

出典：北海道「第11次 北海職業能力開発計画 令和６年度進捗状況」

出典：北海道「第11次 北海道職業能力開発計画 令和６年度進捗状況」



項 目 第11次計画策定時の数値【調査時期】 第12次計画検討時の数値【調査時期】 傾 向

人
口

総人口の推移【図１】 522.5万人【令和２年】 499万人【令和7年】 減少

有効求人倍率（常用）【図５】 0.96 【令和2年度】 0.91 【令和7年度】 横ばい

雇
用
・就
業
の
状
況

職種別有効
求人倍率【図６】

建設・採掘 3.76 【令和2年度】 4.25 【令和7年度】 上昇

事務 0.34 【令和２年度】 0.39 【令和7年度】 横ばい

新卒者(高校)の就職内定率【図８】 ９８.２% 【令和3年３月卒】 98.7% 【令和8年3月卒】
上昇するも引き続き
全国より低い

新卒者(大学)の就職率【図８】 92.8% 【令和３年３月卒】 95.0% 【令和7年３月卒】
上昇するも引き続き
全国より低い

非正規雇用の割合【図13】 39.5% 【令和２年度】 38.4% 【令和7年度】
下降傾向だが引き続き
全国より高い

景
気
動
向
・産
業
構
造

経済活動別道内総生産【図17】
【令和２年度】から【令和５年度】の増加率 特徴的なもの

・電子部品・ディバイス：202.6% ・情報・通信機器：144.5% ・宿泊・飲食サービス業：136.0%
半導体関連、観光関連
で増加率が高い

中小企業における経営上の障害
【図20】

①人材不足(質の不足)  54.9%
②労働力不足(量の不足) 42.6%

【令和３年度】

①人材不足(質の不足)  58.2%
②労働力不足(量の不足) 47.3%

【令和７年度】

人材に関する課題を
挙げる企業が上昇

キ
ャ
リ
ア
形
成

自己啓発を行った労働者の割合
【図22】※全国調査

正規雇用：44.6%
非正規雇用：20.4% 24.2pt差

【令和３年度】

正規雇用：43.3%
非正規雇用：15.9% 27.4pt差

【令和６年度】

正規雇用と非正規雇用
の実施割合の差は
広がっている

人材育成に関する問題点【図25関連】
※全国調査

①指導する人材が不足 54.9%
②人材育成を行う時間がない 49.4%
③人材を育成しても辞める 42.6%

【令和2年度】

①指導する人材が不足 59.5%
②人材を育成しても辞める 51.6%
③人材育成を行う時間がない 45.5%

【令和7年度】

指導人材不足や時間
不足が依然として高い

OFF-JT、自己啓発支援に費用支出
した企業の割合【図24関連】※全国
調査

・OFF-JTに支出した企業 45.7%
・自己啓発支援に支出した企業 24.8%

【令和2年度】

・OFF-JTに支出した企業 50.0%
・自己啓発支援に支出した企業 25.9%

【令和7年度】

コロナ禍で下降するも
持ち直し

技能検定【図27】
受検申請者数 3,673人 【令和２年度】 5,952人 【令和6年度】 増加

合格者数 2,282人 【令和２年度】 3,650人 【令和６年度】 増加 20

５．北海道の職業能力開発の現状（本道の主な統計数値における第11次計画策定時との比較）



６．北海道の職業能力開発を巡る問題点

■人口動態
①人口減少・高齢化の進行

- 本道の人口は、全国よりも約10年早く(1997（平成
9）年)ピークを迎え、その後も全国を上回る人口減
少が進行

- 生産年齢人口、年少人口割合は全国を下回る一方、
高齢者人口割合は全国を上回る水準で推移

②労働力人口の減少
‐ 仮に現状の労働力率を維持した場合、R12の労働
力人口は現状から約10万人減少する見込みであり、
全国を上回る減少率

■労働市場の傾向
①多くの職種で人材の不足が深刻化
‐ 令和７年度の有効求人倍率は、建設・採掘、保安、
サービス、生産工程で求人倍率が2.0倍を超過

②女性や高齢者、障がい者など多様な働き手が活躍
‐ 女性、高齢者の就職者数、雇用されている障がい者
の数は過去最高
‐ 一方で、女性、高齢者の就業率は全国より低い状況

■中長期的な人材のミスマッチ予測

‐ 2040年までに、宿泊・飲食業や農林水産業、製造
業で、現場人材をはじめ、多くの人手不足が見込
まれる
‐ 専門職（AI・ロボット等利活用人材を含む）は、ほぼ
全ての産業で不足する可能性
‐ 全国の傾向と比較すると、宿泊・飲食業での不足
が顕著であることに加え、農林水産業においても
一定程度不足傾向が強い

■リスキリングの課題

①個人
‐ 正規雇用を中心に、一定程度の自己啓発の浸透は
見られるものの、労働者の多くは費用・時間面で
自己啓発に係る問題を感じている

②企業
‐ 指導する人材不足や人材育成を行う時間がない
といった課題を有している
‐ OFF-JTや自己啓発への支援を行う企業が増え、
リスキリング支援の必要性が浸透

21
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７．北海道の職業能力開発の課題

➢ ＡＩの普及等によるＤＸの進展といった企業活動や働き方の変遷に伴い、労働者に求めら
れるスキルも絶えず変化しています。
こうした状況を踏まえ、産業界や地域等において求められる人材ニーズを的確に把握し、
北海道に強みのある分野や成長が見込まれる分野、地域インフラを支える分野のそれぞれ
において、必要な人材を戦略的に育成・確保する必要があります。

➢ 今後、労働供給制約が強まる中では、労働者一人ひとりがその置かれた状況や特性・希望
等に応じて継続的にスキルを向上させることにより、生産性向上や処遇向上につなげると
ともに、多様な方々の労働参加を進めることを通じて、経済や産業の持続的な発展・成長に
つなげていくことが必要です。
その際、仕事と家庭の両立を重視するなど働く意識の変化も背景に労働者の求める働き

方が多様化していることを踏まえ、職業能力開発についてもそれぞれのニーズに応じて個別
化した支援策を講じ、社会全体としてスキルを底上げしていく必要があります。

➢ 労働者・企業を取り巻く環境が急速に変化する中、個々の労働者による自律的・主体的な
能力開発・キャリア形成と、企業による能力開発機会の確保の取組は進みつつある一方、
個々の労働者や事業主が抱える問題点に対応した支援策を講じる必要があります。

➢ デジタル等の技術が進展する中で、改めて技能の重要性が高まると考えられ、地域や産業
を支えていくためには、技能労働者の能力向上や技能継承の取組を一層推進していく必要
があります。
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１．北海道の職業能力開発における目指す姿

本計画では、本道における職業能力開発を取り巻く現状と課題を踏まえ、計画期間を通じて
目指す姿を描き、その実現に向けた実施目標を設定して、職業能力開発施策を効果的に展開し
ていきます。

➢産業分野ごとの中長期的な人材ニーズの変化を見据え、戦略的な人材の育成・
確保が行われ、多くの優れた人材が、本道経済の持続的な発展を支えている。

➢個人による自律的・主体的な能力開発・キャリア形成と、企業による能力開発機
会の提供を通じて、労働生産性や処遇の向上を伴いつつ、多様な労働者がそれ
ぞれの希望するキャリアプランに応じた働き方を実現している。

（１）目指す姿

■第３部 職業能力開発の実施目標と方向性

5年後の目指す姿
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【方向性】
食や観光産業、半導体、ＧＸ等の産業分野や地域ごとの特性に応じて、必要となる人材の種別・人
数の見通しを踏まえつつ、効果的な職業能力開発施策の検討・実施に取り組みます。その際、国や教
育機関、業界団体等の多様な取組や知見を活用し、オール北海道での取組を進めます。
また、産業・地域横断的に必要とされる人材として、各企業内でＤＸ化を中心となって進める専門
人材の育成を図るとともに、労働者全体のデジタルリテラシーの習得支援に取り組みます。
さらに、ＵＩＪターンの推進等を通じて、地域への人材の流入・環流や道外の高度な技術・知見を
持った人材の誘致に取り組みます。

地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保実施目標１

実施目標2 多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進

【方向性】
女性、中高年齢者、 障がいのある方、外国人等の多様な方々の労働参加や継続的な能力向上に向け、
個々の特性やニーズに応じた職業能力開発の機会を提供します。
また、 全国と比べて高い水準にある若年者の早期離職防止に加え 、扶養家族を有しながら離職を余儀
なくされた中高年齢者等の早期の再就職や、いわゆる就職氷河期世代等であって、不本意に非正規雇用
で就業した層に対する円滑なキャリアアップに向けた支援等、属性ごとのニーズに応じた雇用の安定確保
に取り組みます。

２．４つの実施目標と方向性
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個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実実施目標３

現場を支える技能の振興実施目標４

【方向性】
職業人生の長期化や、産業構造の変化等雇用と仕事を取り巻く環境が大きく変化する中で、労働者

が自身の職業上の目標を明確にし、自律的・主体的なキャリアプランの作成、振り返り及び見直しを
行った上で、継続的に能力向上に取り組んで円滑な労働移動につなげることができるよう、個人にお
ける自己啓発等の取組及び企業における職業能力開発の取組を支援するとともに、労働者の希望に応
じた円滑な労働移動を支援していきます。
また、若者をはじめとする多様な人材の適切な職業選択や地域への定着を促進するため、在学中か

らの職業観や就労意識の形成を図るとともに、地域産業への理解促進に取り組んでいきます。

【方向性】
建設業、製造業をはじめとする様々な分野において、高度な技能を持つ人材の育成・確保が課題と

なっている状況に加え、デジタル等の技術が進展する中、改めて技能の重要性が高まると考えられる
ことから、産業発展の基礎となる優れた技能を維持し、継承していくため、技能労働者の能力向上や
人材育成の取組を進めるとともに、技能についての社会全体の理解が深まるような取組を進めます。

２．４つの実施目標と方向性
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内 容
現 状

（令和７年度）
目標値

（令和12年度）

進捗管理する実施目標

１

産
業
人
材

２

多
様
な
層

3

リ
ス
キ
リ
ン
グ

４

技
能
振
興

新規
公共職業訓練（委託訓練）の入校者
における情報系、人手不足分野（※）
の訓練課程の入校者の割合

6６．８% 70.0% ◎ ○

新規
高等技術専門学院（施設内訓練）の
既卒者の入校者数

48人 １００人 ◎ ○ ○

数値

見直し

公共職業訓練（委託訓練）の修了生
における就職率

６７．５% ７４．０％ ◎ ○

新規
高等技術専門学院における訓練生
と在職者の合同訓練の実施数

１コース 16コース ○ ◎

継続 道が実施する技能検定の合格者数 ３,６５９人 ４，０００人 ◎

➢本計画では、実施目標の達成度を適切に評価するため、道民にわかりやすく客観的な数値による指標を設定し、計画の
進捗を管理します。

➢また、関連数値を設定し、分析することにより、実施目標の達成に向けた取組の参考とします。

３．計画の達成度を評価するための指標

※ 人手不足の分野とは、介護・医療・福祉系、製造系、建設系の訓練課程



■第４部 北海道における職業能力開発の基本的施策

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保

(1)本道に強みのある分野や成長分野における人材育成の推進

■施策の概要
本道のポテンシャルや地域資源を最大限に活かした食や観光、再生可能エネルギーの専門知識を

持つ人材や現場を支える人材、今後更なる成長が期待される、半導体・デジタル関連、宇宙航空、
健康長寿等といった分野を担っていく人材の育成・確保に取り組みます。

＜主な取組＞

【基本となる取組】

○地域の経済界や民間教育訓練機関と連携し、高等技術専門学院（※以下「ＭＯＮＯテク」と表記します）におい
て地域のニーズに対応した職業訓練を実施します。

○ＡＩ等の技術の進展への対応や、労働生産性の向上に向けた在職者訓練の充実に取り組みます。

○経済団体や行政機関、関係団体、民間教育訓練機関等で構成する協議会等において、道内における職業訓練の効
率的な実施に向けた連携を図るほか、地域における人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定及び訓練効果
の把握・検証を通じた訓練内容の改善等について協議を行います。

○若者をはじめとする多様な人材に対し、地域産業への理解を促進するため、セミナーの開催等による企業の情
報・魅力の発信の支援や、国や関係機関と連携したインターンシップや現場見学会等を実施します。

27
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＜北海道に強みのある分野＞

【食関連分野】

○農業・農村に多様な人材が定着し活躍できるよう、新規就農者や経営感覚を備えた農業経営者、地域をリード
する女性農業者等農業経営を担う人材の育成・確保を推進します。

○将来にわたって水産物を安定的に供給する体制を確保するため、担い手の育成・確保や女性・高齢者の活動促進
に取り組みます。

○北海道産食品の競争力強化や販路拡大に向け、産学官金のオール北海道の連携・協働体制による食クラスター活
動に加え、食品製造事業者の高付加価値化に必要な技術力や、マーケティング力の向上をより一層推進するため、
研修等を通じて食関連産業を牽引する人材の育成に取り組みます。

○ＧＩ制度を踏まえた道産ワインの品質向上やブランド力の確立・磨き上げを図るため、ワイン製造業を担う高度
な人材を育成します。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保

(1)本道に強みのある分野や成長分野における人材育成の推進



29

＜北海道に強みのある分野＞

【観光分野】

○観光を支える多様な人材の育成・確保のため、外国人観光客への対応等、観光人材のスキル向上を支援するとと
もに、新規学卒者や観光産業への転職希望者の就業を促進・サポートするなど、新規雇用や就業者の職場定着、
観光振興に寄与する将来の担い手の創出を推進します。

○観光施設の従業員を対象としたバリアフリー対応やインバウンドをはじめとする旅行客へのホスピタリティ向上
のための研修事業、観光関連施設で食のユニバーサルに対応するためのワークショップ開催等、各種研修やセミ
ナーを通じた受入体制の整備に取り組みます。

○道内旅行者の満足度向上のため、広域周遊を支える交通機関(バス、タクシー)をはじめとした観光業従事者を対
象に観光客への対応の実践的な研修等を実施し、人材の育成・確保を支援します。

○北海道アウトドア資格制度の運営によるアウトドアガイド等の育成に取り組みます。

○海外からのアドベンチャートラベルを嗜好する旅行者に対応できる環境整備のため、北海道アドベンチャートラ
ベルガイド認定等制度の運営を行うとともに、人材の確保・能力向上のため、研修等を行います。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保

(1)本道に強みのある分野や成長分野における人材育成の推進
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＜成長分野＞

【半導体・デジタル関連分野】

○次世代半導体の製造拠点の整備に向けて、道内の半導体関連企業と公設・民間の研究開発機関、大学や高専等の
教育機関が一体となり、共同研究開発や人材育成、製造までを担う複合拠点を、まずは道央圏で実現します。

○複合拠点の実現に向けた人材の安定供給を図るため、教育機関等と連携し、半導体分野の認知度向上や教育内容
の充実、即戦力人材の育成、国内外の高度な知識・技術を有する人材の誘致等を推進します。

○再エネを活用したゼロカーボンのデータセンター、これらを利用するデジタル関連企業、さらにはデジタル関連
人材の誘致・集積を図る「北海道データセンターパーク」の取組を推進します。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保

(1)本道に強みのある分野や成長分野における人材育成の推進

＜北海道に強みのある分野＞

【再生可能エネルギー分野】

○ゼロカーボン北海道の実現に向けて、道内の中小・小規模事業者を対象としたセミナーや研修会（脱炭素先進施
設視察、ワークショップ）等を行い、先進施設の取組の例示や人材育成を支援し、脱炭素化を促進します。

○市町村の脱炭素化を促進するため、市町村職員を対象とした研修を実施します。

○洋上風力発電に係る地域でのサプライチェーン構築に向け、関連事業に道内企業が参入するために必要な技能・
資格等の取得に関する経費の支援や､出前授業等を実施することにより、今後必要とされる建設工事・メンテナン
ス等に係る技能を有する人材の育成を進めます。

○道内ものづくり産業の生産性向上及び競争力強化のため、脱炭素・ＤＸを推進する相談会、専門家派遣やマッチ
ング等を実施するとともに、次世代自動車等の環境配慮型産業への販路拡大、理解促進や人材育成等への取組を
推進します。
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＜成長分野＞

【宇宙航空関連、ヘルスケア産業をはじめとする新たな分野】

○中小企業の競争力強化を図るため、産業振興条例に基づく産業人材育成事業を実施し、中小企業の新分野・新市
場進出等に資する人材の養成を支援します。

○本道自動車産業の競争力強化と集積を目指し、次世代自動車への対応の加速化と、人材の育成・確保に取り組み
ます。

○今後拡大が見込まれる宇宙利用分野や宇宙機器分野における衛星データ利活用の実証や展示会出展支援等を通じ
て、道内宇宙関連企業の事業拡大や新規参入を促進します。

○航空機関連産業への道内企業の経営多角化や事業転換に向け、伴走支援による自社課題の見える化、航空機関連
産業特有の品質管理や製造加工のノウハウ・技術力を持つ従業員の育成等を行います。

○ヘルスケア産業の振興を促進するため、道内企業のデジタル技術等を活用した製品等の開発や参入に向けた研修
会、マッチング等の取組を通じ、人材の育成や雇用の拡大を図ります。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保

(1)本道に強みのある分野や成長分野における人材育成の推進



(２)地域や産業を支える人材の育成・確保

■施策の概要
ものづくり、建設、運輸、医療・看護、福祉・介護といった人材不足が深刻な分野における、業

界団体との連携による取組の展開等により、地域や産業を支える分野の人材の育成・確保に取り組
みます。
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＜主な取組＞

【基本となる取組】

○地域の経済界や民間教育訓練機関と連携し、ＭＯＮＯテクにおいて地域のニーズに対応した職業訓練を実施します。
【再掲】

○ＡＩ等の技術の進展への対応や、労働生産性の向上に向けた在職者訓練の充実に取り組みます。【再掲】

○経済団体や行政機関、関係団体、民間教育訓練機関等で構成する協議会等において、道内における職業訓練の効率
的な実施に向けた連携を図るほか、地域における人材ニーズを適切に反映した訓練コース設定の促進及び訓練効果
の把握・検証を通じた訓練内容の改善等について協議を行います。【再掲】

○若者をはじめとする多様な人材に対し、地域産業への理解を促進するため、セミナーの開催等による企業の情報・
魅力の発信の支援や、国や関係機関と連携したインターンシップや現場見学会等を実施します。【再掲】

○地域の課題となっている人手不足産業への理解促進を図るため、関係機関と連携し、説明会の開催や地元企業の情
報発信に取り組みます。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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【ものづくり分野】

○専門的な技術、技能を身につけ就職を希望する方を対象に、ＭＯＮＯテクにおいて、機械、金属、家具及び印刷
等の工業技術、建築関係や電気工事、自動車整備といったものづくり分野における施設内訓練を実施します。

○「高等技術専門学院（ＭＯＮＯテク）の運営方針（令和８～12年度）」に基づき、社会経済情勢の変化や行財政
事情のほか、雇用環境等の状況を踏まえ、官民の役割に配慮して、職業訓練の内容、科目の設定等的確な見直し
を検討するとともに、入校促進に向けた取組を強化します。

○ＩＣＴやＡＩ、ロボット等の未来技術が活用される社会への変化に対応できる、高度な技術・技能を持つ職業訓
練指導員の養成に取り組みます。

○ポリテクセンター及び北海道職業能力開発大学校が実施する、職業に必要な専門的な知識・技能の習得に向け設
定したコースや、中小企業等のニーズに即して個別に実施するオーダーメイド訓練といった、在職者訓練の情報
の発信や活用の提案に取り組みます。

○ものづくり企業における人材の確保・定着、技術力向上や雇用の拡大を図るため、企業見学やセミナー開催等の
取組を行います。

○中小企業の競争力強化を図るため、産業振興条例に基づく産業人材育成事業を実施し、中小企業の新分野・新市
場進出等に資する人材の養成を支援します。【再掲】

○ものづくり現場への若者や女性の進出を促進するため、ＰＲイベントにおいて得点が表示されるバーチャル溶接
器による体験を行うなど、より参加意欲を喚起する工夫をこらし、ものづくりの魅力の理解促進を図ります。

○ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづくりの担い手となる小中学生を対象とした
ＭＯＮＯテクにおけるものづくり体験会や、工業高校生を対象として技術向上を目的とする「ものづくりスキル
アップ講座」を開催します。

(２)地域や産業を支える人材の育成・確保

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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【建設分野】

○ＭＯＮＯテクにおける学卒者、求職者、離職者、在職者等に対する新たな知識や技能の習得に向けた職業訓練の
実施による建設分野の人材育成に取り組みます。

○ＭＯＮＯテクにおいて、離職者を対象として、地域のハローワークや関係機関と連携しながら、人材が不足して
いる建設分野への対応等の地域のニーズを踏まえた訓練コース及びカリキュラムを設定した委託訓練の実施に取
り組みます。

○国、道、建設業団体、商工団体、教育機関等による担い手の現状や課題に関する認識の共有と取組の連携強化を
図ります。

○関係機関等と連携し、小中高校生を含む若年層等に対し、建設産業の役割や重要性、魅力を発信し、イメージ
アップを図る取組等を進めるほか、建設業団体等が行う担い手の育成・確保に資する取組に要する経費の一部を
補助し、取組を支援します。

【運輸分野】

○本道の空港を支える人材を将来にわたり安定的に確保するため、関係機関が連携して空港を支える業務の普及啓
発に取り組むとともに、航空会社間の協調により、グランドハンドリング業務の委託先事業者が同じ空港を対象
とした作業資格の相互承認のほか、各種教育・作業手順の共通化等の取組を進めます。

○交通・物流における運転手等運輸人材の確保に向け、行政や事業者等の関係者の連携により、運転体験や合同で
の企業説明会の開催等の取組を進めるとともに、道内の自動車運送業における、外国人材等多様な人材の活用と
受入環境の整備に向けた取組を進めます。

○道内旅行者の満足度向上のため、広域周遊を支える交通機関 (バス、タクシー)をはじめとした観光業従事者を対
象に観光客への対応の実践的な研修等を実施し、人材の育成・確保を支援します。【再掲】

(２)地域や産業を支える人材の育成・確保

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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【医療・看護分野】

○地域の医療を担う医師、看護師等の地域偏在の解消に向け、医師や看護師等を目指す学生に対し地域で勤務するこ
と等を要件とした修学金の貸し付けや、道内医育大学と連携した地域への医師派遣機能の充実、地域枠制度の安定
的な運営、医療機関における勤務環境改善に向けた相談支援等総合的な医療従事者の育成・確保対策を推進します。

○看護職員を養成・確保するため、「保健師助産師看護師法」及び「保健師助産師看護師学校養成所指定規則」の規
定に基づく看護職員養成施設の運営支援や道立高等看護学院における医療技術者、看護職員の養成に取り組みます。

(２)地域や産業を支える人材の育成・確保

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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【福祉・介護分野】

○地域福祉を担う人材の確保と資質向上に向け、関係機関と連携し、介護サービス従事者が、過度な身体的負担なく
やりがいをもって働き続けられるよう、介護ロボットやＩＣＴの普及を促進するとともに、キャリアパス構築や人
材育成、職場環境改善等により、働きやすい職場づくりの推進や就労支援等を行います。

○次世代を担う若い世代に、将来の進路の選択肢としてもらえるよう、出前講座等を通じて、福祉・介護の仕事のや
りがいや魅力を発信するともに、介護の仕事に関するマイナスイメージを解消し、「社会的に意義のある仕事」、
「やりがいのある仕事」といったプラスイメージを発信し、介護職員への理解の促進とイメージアップを図るなど、
「多様な人材の参入」、「定着支援（離職防止）」の視点から対策を総合的に講じていきます。

○若年者層に向けたイメージアップ活動等を通じ、介護における仕事への理解促進や興味喚起を図るとともに、保育
や介護の資格取得を目指す学生に対する修学資金等の貸し付けにより、道内保育・介護関連施設への就職を促進し
ます。

○結婚・出産等による離職者への復職支援や、働く意欲のある地域の高齢者等にボランティアや介護助手等として介
護現場で活躍してもらうなど、潜在的な労働力のさらなる活躍を図るとともに、ＥＰＡ（経済連携協定）や技能実
習等、各制度を活用し、外国人介護人材の積極的な受入れを促進していきます。

○福祉人材を育成、確保するため、「社会福祉士及び介護福祉士法」及び「児童福祉法」の規定に基づく介護福祉士
養成施設等の運営の支援、介護福祉士や保育士の資格取得が可能な訓練の効果的な実施に取り組みます。

○ＭＯＮＯテクにおいて、離職者を対象として、地域のハローワークや関係機関と連携しながら、人材が不足してい
る介護分野への対応等の地域のニーズを踏まえた訓練コース及びカリキュラムを設定した委託訓練の実施に取り組
みます。

(２)地域や産業を支える人材の育成・確保

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保



全ての労働者が身につけるべき
デジタルリテラシー

(３)デジタル化などの社会経済の動きを踏まえた職業能力開発の推進

■施策の概要
多くの企業がＤＸを進める上での課題としてＤＸを推進する人材の育成を挙げていることを踏まえ、

社内のＤＸを中心となって進める専門人材と、ＤＸで導入されたツールを利用する全ての労働者のそ
れぞれにおいて、必要となるデジタルリテラシーや専門知識の習得を支援する職業訓練を実施します。
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＜主な取組＞

【すべての労働者向けの取組】

○ＭＯＮＯテクにおいて、ＤＸの加速化等社会変化の対応に向けた活用スキルの向上等、在職者としての資質向上を
図ることを目的としたセミナーの効果的な実施に取り組みます。

○職業訓練の質の向上及び効果的な職業訓練サービスの提供を目指し、関係機関の連携により、産業界、求人・求職
のニーズを踏まえ、訓練カリキュラムの改善等による訓練の充実に取り組み、効果的に人材を育成します。

○ＩＴリテラシーや生産性を向上させるため、ポリテクセンターが実施する生産性向上支援訓練の活用促進に取り組
みます。

【ＤＸリテラシー・スキル向上の取組の対象区分】

【主な取組】
委託訓練、在職者セミナー
生産性向上支援訓練 など

社内のＤＸを推進する
専門人材に必要なスキル

【主な取組】
専門人材育成研修、
大学等によるリカレント教育 など

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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【ＤＸを推進する人材向けの取組】

○ＭＯＮＯテクの施設内訓練生を対象に、実践的な技能・技術の習得と産業界のニーズに応じた人材の育成を図る
ほか、道内ものづくり企業におけるＩｏＴ、ロボティクス等の先端技術を有する人材の育成・確保及び職場定着
のため、コーディネーターによる課題解決や専門人材の育成研修等を実施します。

○ＩＣＴやＡＩ、ロボット等の未来技術が活用される社会への変化に対応できる、高度な技術・技能を持つ職業訓
練指導員の養成に取り組みます。【再掲】

○ポリテクセンター及び北海道職業能力開発大学校が実施する、職業に必要な専門的な知識・技能の習得に向け設
定したコースや中小企業等のニーズに即して個別に実施するオーダーメイド訓練といった、在職者訓練の情報の
発信や活用の提案に取り組みます。【再掲】

(３)デジタル化などの社会経済の動きを踏まえた職業能力開発の推進

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保



(４) UIJターンなどによる人材の誘致

■施策の概要
個々の労働者への職業訓練の実施等による資質の向上に加え、首都圏等からのＵＩＪターンの促
進や、北海道プロフェッショナル人材センターの活用等による高度な知識や技術等を持った人材の
誘致を図り、本道の技術力向上とともに、人口減少・少子高齢化が進行する道内への労働移動を促
進します。
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＜主な取組＞

○道内企業及びＵＩＪターン希望者双方のニーズを的確に把握した合同企業説明会の開催等、マッチング機会の提
供に取り組みます。

○将来の地域産業を支える人材を確保するため、道外大学や民間が主催する就職説明会等に参加し、道内企業の求
人情報を提供すること等により、道外大学に進学した若年者等のＵＩＪターン就職を促進します。

○宿泊業等の観光産業の人材確保を支援するため、道外大学生や専門学校生等の道内宿泊事業者へのインターン
シップを促進するとともに、道外大学生・専門学校生はもとより、本道への移住希望者や求職者等と観光事業者
とのマッチングを実施します。

○各（総合）振興局の実情に応じて、若手人材の管内企業への就職意欲を喚起するための、管内教育機関と連携し
たマッチングや出前講座等を実施します。

実施目標１．地域、産業、時代のニーズを踏まえた人材の育成・確保
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実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進

(1)女性に対する職業能力開発

■施策の概要
女性が直面している多様な課題やニーズに対応するため、資格取得に向けた職業能力開発機会の

提供や、それぞれの産業分野における女性活躍を促進するなど、就業やキャリアアップの機会拡大
に向けた支援に取り組みます。

＜主な取組＞

○様々な事情で仕事を辞めた女性がブランクを経て再就職する場合等、すべての女性が希望どおりに働くことがで
きるよう、就職に必要な技能習得や資格取得に向けた支援等職業能力の開発機会を提供するとともに、就業に関
する相談や、技能習得・就業情報の提供等一貫した就業支援サービスの提供により、ひとり親家庭の母親の自立
を支援します。

○子育て中の方が安心して訓練を受講できるよう、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構との連携により、託児
サービス付き訓練の推進を図ります。

○「北海道労働政策協定」に基づき、国や関係機関と連携して、マザーズ・キャリアカフェとマザーズハローワー
ク等において、子育てをしながら働きたい女性等を対象に再就職を支援するなど、様々な事情を抱えた女性に対
する、それぞれの状況に応じた職業能力開発やキャリア形成支援を実施します。



41

(2)若年者に対する職業能力開発

■施策の概要
新卒者や若年無業者を含む若年者の道内への就職・定着促進に向けた取組とともに、在学中を含

む早期からの勤労観や職業観の形成を進め、地域で主体的に働く人材の育成に取り組みます。

＜主な取組＞

○将来、中核的技能者として活躍する若手技能者を育成するため、ＭＯＮＯテクにおいて、若年者や離転職者を
対象に必要な職業訓練の実施に取り組みます。

○若年求職者等の再就職を支援するため、ハローワークや関係機関と連携し、地域ニーズを踏まえながら、民間教
育訓練機関等への委託による職業訓練を実施します。

○北海道就業支援センターにおいて、カウンセリングの実施や就業体験等の機会提供を行うとともに、地域若者サ
ポートステーションといった関係機関と連携し、新規学卒者をはじめ若者の道内就職・定着に向けた支援を実施
します

○「北海道労働政策協定」に基づき、札幌わかものハローワーク・札幌新卒応援ハローワークや地域のハローワー
クと一体となった支援施策を実施することにより、新規学卒者等若年求職者の職業能力開発やキャリア形成を支
援します。

○若年者の勤労観・職業観の早期形成を図るため、中学生を対象とした専修学校における職業体験講座の実施や、
高等学校におけるキャリア発達を促す体系的な産業教育・キャリア教育の充実を図るとともに、労働時間や休
日・休憩等の労働法規（ワークルール）の普及啓発、産学官の連携による職場体験やインターンシップの実施等
により、地域での就職・定着を通じて、その地域の産業を支える若者を育てます。

○高等学校等において、関連する教育機関や地域、地元の企業等と連携・協力し、卒業後の進路に求められる資
質・能力を育成することができるよう、就業体験活動（インターンシップ）の実施を推進します。

○就職後の従業員の職場定着に向けて、就職前に想定していた仕事のイメージと実際の仕事内容とのギャップが生
じないよう、在学時からの職業理解の促進に取り組みます。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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(３)長期無業者等に対する職業能力開発

■施策の概要
就職氷河期世代を含む長期無業者等に対し、関係機関と連携を密にしながら、経済的な自立に向

けた職業能力開発を推進するほか、新たな場での活躍を目指す長期無業者等に対し、キャリアアッ
プに必要な知識や技能を習得する機会の提供に取り組みます。

＜主な取組＞

○就職氷河期世代を含む長期無業者等の再就職を支援するため、ハローワークや関係機関と連携し、地域のニーズ
を踏まえながら、民間教育訓練機関等への委託による職業訓練を実施します。

○不安定な就労を繰り返すなど、就職に支援が必要な就職氷河期世代等に対し、国と連携し、雇用機会の拡大に取
り組むとともに、非正規雇用を繰り返し職業能力の形成が不十分な方等を対象に、座学や就業体験、職業訓練等
を通じた知識・技能等の習得により、正社員化を含むキャリアアップに向けた支援を実施します。

○北海道就業支援センターにおいて、フリーターや長期にわたり無業の状態にある方等を対象に、経験やスキルを
踏まえたカウンセリングやセミナー、合同企業説明会の開催等就職に向けた支援をワンストップで実施します。

○「北海道ひきこもり成年相談センター」や「地域若者サポートステーション」、市町村が実施する就労等に向け
た様々な支援の充実・強化を通じ、社会参加に向けて丁寧な支援が必要な方等、働きづらさを抱える方々の職業
的自立を促進します。

○「北海道労働政策協定」に基づき、若年無業者やフリーター等に対して、北海道就業支援センターと札幌わかも
のハローワーク等の施策を一体的に実施する「北海道わかもの就職応援センター（愛称「みらいっぽ」）」を拠
点として、コミュニケーションスキルの向上や就職準備支援等職業的自立支援を図るとともに、状況に応じて
「地域若者サポートステーション」とも連携するなど、集中的に支援します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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(４)高齢者に対する職業能力開発

■施策の概要
新たな職務での活躍を目指す高齢者の方々に対し、キャリアアップに必要な知識や技能を習得す

る機会の提供やその能力を十分に発揮できるような意欲喚起に取り組みます。

＜主な取組＞

○高齢者の再就職を支援するため、ハローワークや関係機関と連携し、地域のニーズを踏まえながら、民間教育訓
練機関等への委託による職業訓練を実施します。

○北海道就業支援センターにおいて、働く意欲のある高齢者を対象に、カウンセリングやセミナーを実施するほか、
ハローワーク等と連携した職業訓練の実施、合同企業説明会の開催等を通じ、人手不足産業等への就業を促すな
ど、高齢者の円滑な求職活動をサポートします。

○「北海道労働政策協定」に基づき、北海道労働局や（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構と連携して、年齢に
関わりなく働ける社会の実現に向け、ハローワークに設置している「生涯現役支援窓口」の活用等を通じ、高齢
者の多様なニーズに対応した再就職支援等を実施します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進



44

(5)障がい者に対する職業能力開発

■施策の概要
障がい者の就労を通じた社会参加、職業的自立の実現に向け、本人の希望やその特性、能力に応
じたきめ細やかな職業能力開発・就業支援に取り組みます。

＜主な取組＞

○北海道障害者職業能力開発校における職業訓練や、企業における職場環境に適応するための実地訓練等、障がい
者の特性に応じた様々な訓練機会を提供し、障がい者の就労や職場定着を支援します。

○ＭＯＮＯテクにおいて、一般の訓練コースでの受入れが可能な障がい者を積極的に受け入れるとともに、障がい
者の特性及び地域の雇用ニーズに対応した職業訓練を実施します。

○地域において就業・生活両面にわたり一体的に支援する「障害者就業・生活支援センター」が核となり、福祉・
労働・教育等の関係機関や企業、団体等によるネットワークを形成し、職業準備訓練や職場実習の斡旋等を行う
とともに、一般就労が困難な方に対する多様な就業機会の提供等、障がい者の就労促進、職業生活における自立
を図ります。

○障がいのある方々の職業能力の向上と社会的理解や認識を高めるため、障害者技能競技大会を開催するとともに、
障がい者雇用の経験のない中小企業等を対象とした特別支援学校の見学会や、短時間業務の切り出し等による企
業の新たな求人創出の支援、優良事業所表彰、福祉部門や教育部門との連携による経済界への要請等により、障
がい者雇用を促進します。

○「北海道労働政策協定」に基づき、障がい者の雇用拡大と就職促進に向け、関係機関が連携して求人確保の要請
や就職面接会の開催等に取り組むとともに、特別支援学校生徒の就職を促進するため、特別支援学校とハロー
ワーク等が一体となって、企業開拓から職場定着までを実施します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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(6)非正規雇用労働者に対する職業能力開発

■施策の概要
企業内における能力開発の機会に恵まれにくい非正規雇用労働者に対する職業能力開発機会の提

供により、主体的なキャリアアップや非正規雇用労働者の正社員化等を支援します。

＜主な取組＞

○非正規雇用労働者が離職した場合の学び直しを推進するため、ハローワーク等との連携により、ＭＯＮＯテク及
び障害者職業能力開発校への入校促進に取り組むとともに、職業能力の向上や就職のあっせん等各種支援を協力
して実施することにより、修了生の就職促進を図ります。

○北海道立職業能力開発支援センターにおいて、職業能力の開発及び向上の促進に関する技術的事項等の相談や助
言・指導及び情報提供を行うほか、施設設備の貸し出しを行うなど、労働者の職業に必要な能力の開発及び向上
の支援に取り組みます。

○地域職業訓練センターが実施する認定職業訓練に対する助成や、離転職者に対する道主催の職業訓練の委託等に
より、地域のニーズを踏まえた職業訓練を推進します。

○正社員に比して、企業を通じた職業能力開発機会が乏しく、自己啓発の実施割合も少ない状況にある非正規労働
者が、個々のライフスタイルに合わせて自由な時間に学習できるｅラーニング形式による「働きながら学びやす
い職業訓練」の活用促進に取り組みます。

○企業において、非正規雇用労働者への能力開発支援が図られるよう、国の人材開発支援助成金等の各種助成制度
の周知に取り組みます。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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(7)季節労働者に対する職業能力開発

■施策の概要
冬期間における雇用の場の確保、季節労働者の技能の向上、事業主の意欲喚起等の取組を通じて、

季節労働者の通年雇用化を促進します。

＜主な取組＞

○地域のニーズや労働需給を踏まえ、季節労働者の通年雇用化に向け、冬期間における雇用の場の確保を行うほか、
ハローワークや関係機関と連携し、職業訓練を実施します。

○季節労働者の通年雇用化に必要な資格取得や技能向上を支援するため、資格取得に要する経費の一部助成や公共
職業訓練の実施等により、季節労働者の通年雇用化を促進します。

○季節労働者の雇用確保や就職促進等を通じた通年雇用化に取り組んでいる通年雇用促進協議会の活性化を図り、
深刻な人手不足の対応や、若年層に向けた新たな季節労働者の常態化防止を図るための取組を進めるなど、国や
地域との連携を密にして、季節労働者の通年雇用化を促進します。

○本道が優位性を有し、今後成長が見込まれる産業分野や、人手不足が顕著となっている産業分野を中心として、
労働移動による季節労働者の通年雇用化を促進します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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(8) 外国人労働者の活躍支援

■施策の概要
人口減少と少子高齢化に伴い人手不足が深刻化している、農林漁業や建設、運輸、介護、観光等

の地域を支える様々な分野において、外国人材が活躍できるようにするため、外国人材の確保支援
と外国人材に選ばれる環境づくり、北海道で働き暮らすことの魅力の発信に取り組みます。

＜主な取組＞

○外国人材の円滑な受入れに向けた、行政や関係機関等との連携による連絡会議の開催等を通じて、関係者による課
題の把握や情報の共有を図ります。

○外国人材の雇用を希望する食品製造等多様な分野の団体や企業に対する相談対応等を支援します。

○外国人材の雇用を希望する企業と道内での就職を希望している留学生等との交流会や企業見学会等による外国人材
とのマッチングを支援します。

○北海道就業支援センターにおける就職に向けたセミナー及びカウンセリングの実施や、企業説明会等の情報提供によ
り、北海道労働局と連携しながら、外国人留学生等の道内企業への就職支援に取り組みます。

○外国人介護人材の受入れを検討する法人や事業所に対し、在留資格「介護」、外国人技能実習制度、EPA介護福祉士
（候補者）及び在留資格「特定技能」の外国人介護人材の受入れに係る諸制度の仕組みや受入れにあたっての留意点
等、網羅的な内容の研修を行い、外国人介護人材の受入に関する理解を促進します。

○経済連携協定（EPA）又は交換公文に基づく介護福祉士候補者が介護福祉士資格を取得できるよう、受入施設におけ
る学習全般に対する取組を支援します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進



48

(9) 雇用情勢に対応した職業能力開発

■施策の概要
雇用情勢や労働力需給の変化に的確に対応し、雇用のセーフティネットとして、大型倒産の発生
により離職を余儀なくされた労働者等への、早期再就職等に向けた機動的な職業訓練等により早期
再就職に向けた支援を実施します。

＜主な取組＞

○地域における大量離職者の発生等による雇用情勢の急激な悪化や多様化する雇用環境に対応するため、北海道労
働局等の関係機関と連携し、就職に必要な資格や技能の取得が図られるよう、ＭＯＮＯテクにおける施設内訓練
等の職業訓練の実施に取り組みます。

○地域における大量離職者の発生等による雇用情勢の急激な悪化に対し、北海道労働局等の関係機関と連携し、職
業・生活相談や求人要請・開拓、職業訓練の実施等の所要の対策を行う「緊急雇用対策プログラム」を機動的に
実施し、離職者の早期再就職を支援します。

○「北海道労働政策協定」に基づき、離転職者等の生活の安定に向けて、多様な職業訓練機会を提供することで、
早期再就職を支援します。

実施目標２．多様な方々の労働参加に向けた職業能力開発の推進
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実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実

(１)キャリア意識の醸成とキャリア形成支援

■施策の概要
関係機関と連携し、技能検定制度を含めた職業能力評価システムの普及促進等、能力開発インフラの整備に取
り組みます。
また、現場見学会や出前講座等による道内産業の魅力発信や、産業構造の変化及びグローバル化等、社会の急
激な変化に対応できる資質・能力を身に付けさせるための教育機関との連携による学校でのキャリア教育の充実
等を通じて、在学中を含む早期からの勤労観や就労意識の形成に取り組むとともに、地域の産業についての理解
促進や、地域の産業を支える若者の育成に取り組みます。

＜主な取組＞

○技能検定制度やビジネス・キャリア制度を含めた職業能力評価システムの普及促進等、国や北海道職業能力開発
協会等の関係機関と連携して能力開発インフラを整備します。

○ＭＯＮＯテクに設置した能力開発総合センターが実施する能力開発コンサルティングにおいて、ジョブ・カード
やジョブタグの活用を推進するほか、北海道就業支援センターにおいて、利用促進に向けた周知に取り組みます。

○若年者の勤労観・職業観の早期形成を図るため、中学生を対象とした専修学校における職業体験講座の実施や、
高等学校におけるキャリア発達を促す体系的な産業教育・キャリア教育の充実を図るとともに、労働時間や休
日・休憩等の労働法規（ワークルール）の普及啓発、産学官の連携による職場体験やインターンシップの実施等
により、地域での就職・定着を通じて、その地域の産業を支える若者を育てます。【再掲】

○高校生や大学生等を対象とした、半導体関連産業やものづくり産業、一次産業等における、現場見学会や出前講
座、職場体験等の実施により、各産業の魅力を発信し、若者の道内就職を促進します。
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＜主な取組＞

○建設、医療、介護といった人材不足が深刻な分野において、若年層に向けた魅力の発信や職業体験等により、仕
事への理解促進や興味喚起に取り組みます。

○道内で働く教員を確保するため、ホームページやＳＮＳ等により学校や教職の魅力を情報発信するほか、道内学
生に対して調査・分析を行い取組の改善を図るとともに、動画作成や道外在住者に対する説明会開催を通じて、
道内で教職に就きたいという意識醸成等を図ります。

○学生を対象として、北海道就業支援センターにおいて、職場見学や業界説明会、インターンシップ等の情報提供
を行います。

○社会的・職業的自立に向け、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、児童一人ひとりのキャリア形
成を育むために、キャリア・パスポートを活用するなど、児童生徒が自身の変容や成長の自己評価を促すキャリ
ア教育を実践します。

○産業構造の変化やグローバル化等、社会の急激な変化に対応できる資質・能力を身につけた人材を育成するため、
企業や産業界、大学等と連携し世界を視野に地域の課題解決に主体的に取り組むなど、地域と学校が一体となっ
た教育課程の改善・充実を図りながら、持続的な成長を促す産業教育を実践します。

○高校においては、進路目標が定まらないまま卒業する生徒が存在することや、就職後３年以内に離職する割合が
全国に比べて高い状況にあることから、キャリアプランニングスーパーバイザーによる学校支援を行うなど、生
徒の自己肯定感を高め、職業意識を向上させるための就職指導の改善・充実を図ります。

実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実

(１)キャリア意識の醸成とキャリア形成支援
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(２)個人の職業能力開発・リスキリング支援

■施策の概要
就業構造が大きく変化する中、労働者の仕事に対する価値観や生活スタイルの多様化が進むとともに、職業人生
も長期化しており、キャリアや働き方の多様化が進んでいることに加え、近年は、ＡＩ等の技術の進展等により求
められるスキルが絶えず変化していることから、労働者のキャリア形成や、円滑な労働移動を促すため、職業訓練
や研修・セミナー情報の発信等により、労働者が自立的・主体的に取り組む能力開発を支援します。

＜主な取組＞

○離職者や転職者等求職者に対し、再就職等に向けた職業訓練をＭＯＮＯテクや民間教育訓練機関等で実施します。

○在職者に対し、生産技術の進展等に対応した新たな知識・技能の習得に向けた職業訓練をＭＯＮＯテク等で実施
する「能力開発セミナー」により、職業能力の開発やスキルアップ、リスキリングに向けた訓練機会を提供しま
す。

○ＭＯＮＯテクにおいて、施設内訓練の空き定員分を活用して、訓練生と企業の従業員が合同で一緒に学ぶ短期間
コースを実施します。

○民間の創意工夫やノウハウが期待できる分野の職業訓練やＭＯＮＯテクが所在していない地域における民間教育
訓練機関との連携による効果的な職業訓練の実施に取り組みます。

○技能検定制度やビジネス・キャリア制度を含めた職業能力評価システムの普及促進や学びやすいｅラーニング訓
練、オンライン訓練等の活用促進等、国や北海道職業能力開発協会等の関係機関と連携して能力開発インフラを
整備します。

実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実
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＜主な取組＞

○ＭＯＮＯテクに設置した能力開発総合センターが実施する能力開発コンサルティングにおいて、ジョブ・カード
やジョブタグの活用を推進するほか、北海道就業支援センターにおいて、利用促進に向けた周知に取り組みます。
【再掲】

○道内各機関が実施する産業人材育成に関する研修・セミナー情報を収集し、ポータルサイト等で広く提供します。

実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実

(２)個人の職業能力開発・リスキリング支援
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(３)企業等に対する人材育成支援

■施策の概要
事業主等が行う職業訓練への支援や在職者訓練の充実等、労働者が働きながら計画的なＯＪＴやＯＦＦ-ＪＴを

受けられる機会や自発的な職業能力開発に取り組める環境の確保に取り組みます。

＜主な取組＞

○中小企業事業主団体等が実施する認定職業訓練への支援を行うほか、向上訓練等推進員による事業主等が行う
職業訓練への支援等、企業における生涯職業能力開発体制の充実強化を図り、在職労働者の資質向上に取り組
みます。

○地域で働く従業員等のキャリア形成を促進するため、地域人材開発センターによる地域の特性やニーズに応じ
た職業訓練機会を提供するほか、各訓練実施機関が実施する研修やセミナー、専門家派遣等必要な情報を企業
向けに提供し、従業員の訓練機会を確保します。

○ＭＯＮＯテクにおいて、施設内訓練の空き定員分を活用して、訓練生と企業の従業員が合同で一緒に学ぶ短期
間コースを実施します。【再掲】

○技能検定制度やビジネス・キャリア制度を含めた職業能力評価システムの普及促進等、国や北海道職業能力開
発協会等の関係機関と連携して能力開発インフラを整備します。【再掲】

○北海道立職業能力開発支援センターにおいて、職業能力の開発及び向上の促進に関する技術的事項等の相談や
助言・指導及び情報提供を行うほか、施設設備の貸し出しを行うなど、労働者の職業に必要な能力の開発及び
向上の支援に取り組みます。【再掲】

実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実



54

○道内各機関が実施する産業人材育成に関する研修・セミナー情報を収集し、ポータルサイト等で広く提供します。
【再掲】

○ポリテクセンター及び北海道職業能力開発大学校が実施する、職業に必要な専門的な知識・技能の習得に向け設
定したコースや中小企業等のニーズに即して個別に実施するオーダーメイド訓練といった、在職者訓練の情報の
発信や活用の提案に取り組みます。【再掲】

○ポリテクセンターが実施する、業務の生産性向上や人材育成に必要な知識等の習得を目的とした職業訓練である
生産性向上支援訓練の活用促進に取り組みます。

○事業主等が雇用する労働者に対して、職務に関連した専門的な知識や技能を習得させるための職業訓練を計画に
沿って実施した場合等に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する人材開発助成金等、国による各種助
成制度の活用促進に取り組みます。

(３)企業等に対する人材育成支援

実施目標３．個人のキャリア形成やリスキリングの支援の充実
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実施目標４．現場を支える技能の振興

■施策の概要
技能士の社会的な地位向上及び処遇改善を図るため、技能を尊重する機運づくりを進めていきます。

＜主な取組＞

○技能が尊重される機運を醸成するため、技能五輪への選手派遣、卓越した技能者表彰等を行うほか、優れた技能
と経験を有した熟練技能者が、中小企業や学校等において実技指導等を行う「全技連マイスター制度」や「もの
づくりマイスター制度」の普及に取り組みます。

○道が取り組んでいる公共事業における技能士重用制度について、着実な普及促進を図ります。

○技能に対する理解促進を図るため、（一社）北海道技能士会が実施する技能祭や技能奉仕活動等に対する支援を
行います。

○ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづくりの担い手となる小中学生を対象に、ＭＯＮＯ
テクにおいてものづくり体験会を開催します。【再掲】

○工業高校生を対象として、技術向上を目的とした「ものづくりスキルアップ講座」を開催します。【再掲】

(１)技能尊重機運の醸成
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(２)技能労働者の能力向上と技能継承、人材確保の推進

■施策の概要
次世代を担う若者をはじめとした道民に対し、熟練技能者が支えるものづくり産業等に関する理解を深める取

組を進めるとともに、技能尊重機運の醸成や、産業活動の基礎となる優れた技能者・技術者の育成に取り組みます。

＜主な取組＞

○技能検定を行う北海道職業能力開発協会への支援を通じて、高校生等若年者の検定受検を促進します。

○ＭＯＮＯテクにおいて、地域の産業情勢や人材ニーズに対応した職業訓練を実施し、道内各地域の産業を支える
質の高い技能者を育成・輩出することにより、未来にあるべきものづくりを継承します。

○技能に対する理解促進を図るため、（一社）北海道技能士会が実施する技能祭や技能奉仕活動等に対する支援を
行います。【再掲】

○技能が尊重される機運を醸成するため、技能五輪への選手派遣、卓越した技能者表彰等を行うほか、優れた技能
と経験を有した熟練技能者が、中小企業や学校等において実技指導等を行う「全技連マイスター制度」や「もの
づくりマイスター制度」の普及に取り組みます。【再掲】

○道が取り組んでいる公共事業における技能士重用制度について、着実な普及促進を図ります。【再掲】

○ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづくりの担い手となる小中学生を対象に、ＭＯＮＯ
テクにおいてものづくり体験会を開催します。【再掲】

○工業高校生を対象として、技術向上を目的とした「ものづくりスキルアップ講座」を開催します。【再掲】

○高等学校等において、関連する教育機関や地域、地元の企業等と連携・協力し、卒業後の進路に求められる資
質・能力を育成することができるよう、就業体験活動（インターンシップ）の実施を推進します。【再掲】

実施目標４．現場を支える技能の振興
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■第５部 計画の推進

１．計画の推進体制

本計画の着実な推進に当たっては、国（北海道労働局・ハローワーク）、道等の行政機関を始め、（独）高齢・
障害・求職者雇用支援機構、北海道職業能力開発協会、関係機関及び団体等が適切な役割分担のもと、職業能力開
発関連施策の円滑な推進を図ります。

（１）関係機関等との連携

➢職業能力開発施策の様々な実施主体それぞれが、相互に適切な役割分担と連携のもと、情報・目的を共有の上、
取組を効果的・効率的に推進していきます。

【職業能力開発施策の実施主体の役割】

実施主体 役 割

労働者 職業人生を通じて自発的な職業能力の開発及び向上に努めます。

企業 雇用する労働者が職業能力の開発及び向上を図ることができるよう、その機会の確保に努めます。

国（北海道労働局、ハロー
ワーク）

労働局は、求職者支援訓練の実施や、関係機関と連携しながら雇用情勢に対応した職業訓練の推
進に努めます。
ハローワークは、求職と訓練のあっせんを行うほか、きめ細かな就職支援に努めます。

（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構

高年齢者の雇用の確保、障がいのある方の職業的自立の推進、求職者の職業能力の開発及び向上
のため、高年齢者、障がいのある方、求職者に対して総合的な支援に努めます。

道
地域の産業及び人材ニーズや職業訓練ニーズをきめ細かく把握しつつ、地域の実情に応じた職業
能力開発の推進に努めます。

北海道職業能力開発協会
民間における職業能力開発の指導的団体として、職業能力開発に関する情報や資料の収集・提供、
企業や労働者への助言・指導、認定職業訓練の指導援助、技能検定試験の実施等に努めます。

民間教育訓練機関等
事業主団体、職業訓練法人、地域人材開発センターや地域職業訓練センター等の民間教育訓練機
関や小中高校、大学・専修学校等の学校においては、それぞれが有する本来の役割を発揮しつつ、
職業能力の開発及び向上に努めます。
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（２）点検評価

➢本計画を効果的・効率的に推進するため、その時々の北海道の職業能力開発を取り巻く環境や地域の人材ニーズ
を的確に把握するとともに 、指標に加え、関連する統計数値を活用した施策の実績の取りまとめ結果について、北
海道労働審議会からの意見を伺うなど、点検評価を行い、施策の改善等に努めていきます。

➢また、北海道総合計画の分野別計画等、各産業に関する計画と連携し、それぞれの計画においても本計画を推進
する取組を登載することより推進管理を行い、計画の実効性を高めます。

【施策の点検評価イメージ】

実績とりまとめ 意見聴取
点検評価

施策検討
予算要求

施策把握 施 策 実 施

翌年度の施策にフィードバック

１．計画の推進体制

MONOテッカー
（MONOテクイメージキャラクター）



